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改
正
法
案
の
対
象

に
な
っ
て
い
る
の
は
、

耐
震
性
が
不
足
し
て

い
る
マ
ン
シ
ョ
ン
。
特

定
行
政
庁
が
不
適
合

性
を
認
定
す
る
。 

仕
組
み
は
改
正
耐

震
改
修
促
進
法
と
同

じ
だ
。
管
理
組
合
等
は

耐
震
診
断
を
行
い
、
適

合
基
準
以
下
の
場
合

「
要
除
去
認
定
マ
ン

シ
ョ
ン
」
の
認
定
を
受

け
る
。
認
定
マ
ン
シ
ョ

ン
は
売
却
か
容
積
率

緩
和
に
よ
る
建
替
え

を
選
択
で
き
る
よ
う

に
な
る
。 

売
却
制
度
で
は
改

正
法
に
基
づ
く
「
マ
ン

シ
ョ
ン
敷
地
売
却
決

議
」
を
設
置
す
る
。
要

件
は
区
分
所
有
者
と

議
決
権
に
加
え
、
敷
地

処
分
を
伴
う
た
め
、
敷

地
利
用
権
の
持
ち
分

価
格
の
各
５
分
の
４

総
合
設
計
制
度
ベ
ー
ス
に 

２
／
２
８
改
正
法
案 

国

会

提

出 

許
可
基
準
作
成
へ 

以
上
。
買
い
受
け
人
の

氏
名
や
、
売
却
代
金
見

込
み
額
等
の
明
示
も

必
要
と
し
て
い
る
。 

都
道
府
県
知
事
等

は
買
い
受
け
人
か
ら

申
請
さ
れ
た
「
買
受
計

画
」
を
認
定
す
る
。
国

や
地
方
公
共
団
体
に

は
居
住
区
分
所
有
者

や
賃
借
人
へ
の
居
住

安
定
確
保
に
関
す
る

措
置
の
努
力
義
務
を

設
け
た
。 

売
却
事
業
は
「
マ
ン

シ
ョ
ン
敷
地
売
却
組

合
」
が
行
う
。
売
却
組

合
設
立
の
要
件
は
建

替
組
合
同
様
、
合
意
者

の
４
分
の
３
以
上
。
売

却
事
業
の
不
参
加
者

に
は
売
り
渡
し
請
求

が
で
き
る
。 

マ
ン
シ
ョ
ン
と
敷

地
利
用
権
は
権
利
消

失
期
日
に
組
合
に
帰

属
し
、
借
家
権
と
担
保

権
は
消
滅
。
区
分
所
有

者
に
分
配
金
、
借
家
権

者
に
は
補
償
金
を
支

払
い
、
担
保
権
に
関
す

る
支
払
い
は
供
託
と
す

る
。 容

積
率
特
例
は
第
１
０

５
条
に
新
設
し
た
。
規
定

を
基
に
今
後
同
省
は
建
築

基
準
法
の
総
合
設
計
制
度

を
ベ
ー
ス
に
制
度
の
許
可

基
準
を
提
示
し
、
自
治
体

が
運
用
基
準
を
定
め
る
予

定
。
総
合
設
計
制
度
の
平

均
的
容
積
率
緩
和
は
１
．

５
倍
程
度
と
さ
れ
る
。 

改
正
法
で
は
危
険
・
有

害
マ
ン
シ
ョ
ン
へ
の
自
治

体
勧
告
等
の
規
定
を
全
て

削
除
。
代
わ
り
に
要
除
去

認
定
、
売
却
、
容
積
率
特

例
等
の
条
文
を
新
設
し

た
。
今
回
の
改
正
で
建
て

替
え
が
対
象
だ
っ
た
法

律
の
内
容
も
大
き
く
変

わ
り
、
こ
の
た
め
法
案
で

は
こ
れ
ま
で
の
マ
ン
シ

ョ
ン
建
替
え
円
滑
化
法

を
「
建
替
え
等
」
に
改
め
、

法
律
名
を
変
更
し
て
い

る
。 施

行
は
交
付
か
ら
６

カ
月
以
内
。
同
省
が
所
管

し
、
提
出
予
定
の
法
案
１

１
本
中
、
改
正
円
滑
化
法

は
８
番
目
の
閣
議
決
定
。 

市
街
地
建
築
課
で
は

「
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー

ク
明
け
の
審
議
入
り
に

期
待
し
た
い
」
と
し
て
い

る
。（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新

聞 

第9
3
3

号
よ
り
） 

建替え円滑化法 

容

積

率 

緩

和 

多
数
決
に
よ
る
マ
ン
シ
ョ
ン
と
敷
地
の
売
却
制
度
創
設
等
を
盛
り
込
ん
だ
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
え
円
滑

化
法
改
正
案
が
２
月
２
８
日
、
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
耐
震
診
断
を
受
け
耐
震
性
不
足
が
認
定
さ
れ
た
マ
ン

シ
ョ
ン
は
売
却
や
容
積
率
緩
和
特
例
に
よ
る
建
替
え
が
可
能
と
な
る
。
危
険
・
有
害
マ
ン
シ
ョ
ン
に
関
す

る
規
定
は
全
部
削
除
す
る
な
ど
法
の
構
成
は
大
き
く
入
れ
替
わ
る
印
象
。
衆
議
院
に
同
日
送
付
さ
れ
、
今

国
会
の
成
立
、
年
内
施
行
を
目
指
す
。 

工
事
妨
害
、
共
同
利
益
背
反
行
為 

専
用
庭
へ
の 

足

場

設

置 

区
分
所
有
者
が
拒
否 

東京高裁 

TOPIC 
「
区
分
所
有
者
一

人
の
妨
害
で
ベ
ラ
ン

ダ
鉄
部
塗
装
の
再
工

事
を
余
儀
な
く
さ
れ

た
」
な
ど
と

し

て

神

奈

川

県

横

浜

市

の

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理
組
合
が
妨
害
区
分
所

有
者
に
追
加
費
用
約
１

７
万
円
の
損
害
賠
償
を

求
め
て
い
た
訴
訟
の
上

告
審
判
決
が
２
月
３
日
、

東
京
高
裁
で
あ
り
、
組
合

の
請
求
を
認
め
た
原
審

を
支
持
し
、
区
分
所
有
者

の
上
告
を
棄
却
し
た
。 

裁
判
記
録
に
よ
る
と

マ
ン
シ
ョ
ン
は
築
３
２

年
で
、
８
棟
、
３
４
戸
。

２
、
３
階
建
て
の
低
層

住
宅
だ
。 

管
理
組
合
は
ベ
ラ
ン

ダ
手
す
り
の
鉄
部
塗
装

工
事
を
定
期
総
会
で
決

議
し
、
工
事
業
者
が
工
事

を
始
め
た
が
、
１
階
に
住

む
区
分
所
有
者
Ａ
が
専

用
庭
へ
の
足
場
設
置
を

拒
絶
。
そ
の
棟
だ
け
工

事
が
出
来
ず
、
翌
年
理

事
会
役
員
ら
が
見
守
る

中
、
同
じ
工

事

業

者

が

再

度

足

場

を

設

置

し

よ

う

と

す

る
と
、Ａ
は
警
察
に
通
報

し
た
。 

（
次
ペ
ー
ジ
に
続
く
） 

再
施
工
で  

万
円
支
払
い
請
求 

１６ 
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「瑕
疵
」認
定
し
保
険
金
支
払
い 

編集後記 

多くのマンションでは理事会方式にて管理組合運営を行っています。これは区分所有法の趣旨に適った運営方法

として採用されていますが、居住者の高齢化、住民コミュニティ形成の難しさ、超高層複合型マンション増加等、

複雑な要素が増えて来て、果たして現在の分譲マンションにとって最適な方法なのかを今一度考えて見て見る必

要があると思います。マンションを取り巻く状況の変化の中で、区分所有者の資産の維持管理にとってどのよう

なものが相応しいのかを、根本から見つめ直すことが求められていると思います（吉田） 

原
状
回
復
・
配
管
交
換
費
用
も 

あ
る
保
険
法
人
に
よ

る
と
、
昨
年
神
奈
川
県
内

の
築
約
２
０
年
の
マ
ン

シ
ョ
ン
で
、
住
戸
内
の
壁

紙
等
の
内
装
や
フ
ロ
ー

リ
ン
グ
等
で
水
濡
れ
損

害
が
起
き
た
。 

通
常
給
排
水
管
等
設

備
の
不
具
合
な
ど
が
原

因
の
水
濡
れ
に
よ
る
損

害
事
故
は
管
理
組
合
加

入
の
マ
ン
シ
ョ
ン
総
合

保
険
で
対
応
で
き
る
が
、

管
理
組
合
は
４
ヶ
月
前

に
排
水
管
の
た
て
管
更

新
工
事
を
完
了
し
て
い

た
。 原

因
は
工
事
で
は
な

い
か
と
推
測
さ
れ
、
組
合

は
工
事
業
者
を
呼
び
、
現

場
を
確
認
。
工
事
業
者
は

加
入
し
て
い
た
大
規
模

修
繕
工
事
瑕
疵
保
険
の

保
険
法
人
に
連
絡
し
、
保

険
法
人
の
検
査
員
も
現

場
で
確
認
を
行
っ
た
。 

調
査
の
結
果
、
塩
ビ
管

の
排
水
た
て
管
と
専
有
横

引
き
間
を
接
続
す
る
継
ぎ

手
部
分
で
施
工
不
良
が
あ

っ
た
と
判
断
。
工
事
業
者

は
た
て
管
を
設
置
し
て
い

た
パ
イ
プ
シ
ャ
フ
ト
内
が

狭
く
、
ま
た
コ
ン
ク
リ
ー

ト
の
躯
体
を
い
じ
れ
て
な

か
っ
た
た
め
、
接
続
工
事

が
適
切
に
で
き
ず
、
結
果

的
に
ミ
ス
が
生
じ
た
こ
と

を
認
め
た
。 

保
険
法
人
が
瑕
疵
と
認

定
す
る
こ
と
で
、
工
事
業

者
は
瑕
疵
担
保
責
任
を
瑕

疵
の
補
修
対
応
な
ど
履
行

す
る
こ
と
で
負
担
し
た
費

用
に
対
し
、
保
険
金
が
工

事
業
者
に
支
払
わ
れ
る
。

今
回
の
ケ
ー
ス
で
は
、
接

続
部
分
の
配
管
の
取
替
え

費
用
、
パ
イ
プ
シ
ャ
フ
ト

内
の
モ
ル
タ
ル
補
修
費

用
、
住
戸
内
の
内
装
等
一

部
回
収
費
用
に
対
し
保
険

金
が
支
払
わ
れ
た
。 

総
額
約
１
０
０
万
円
、

補
修
工
期
は
約
２
週
間

だ
っ
た
。 

◇ 

瑕
疵
の
発
生
は
工
事

業
者
に
と
っ
て
不
名
誉

な
も
の
。
そ
も
そ
も
「
瑕

疵
」
か
ど
う
か
は
当
事
者

だ
け
で
は
判
断
が
つ
か

な
い
。 

大
規
模
修
繕
工
事
瑕

疵
保
険
で
は
、
検
査
員
が

現
場
を
判
断
す
る
。
事
故

調
査
費
用
や
被
害
者
の

仮
住
ま
い
費
用
は
保
険

金
で
支
払
わ
れ
、
仮
に
瑕

疵
と
な
っ
て
も
必
要
な

補
修
費
が
客
観
的
に
示

さ
れ
、
か
つ
保
険
金
と
し

て
支
払
わ
れ
る
。
管
理
組

合
・
工
事
業
者
双
方
に
と

っ
て
安
心
材
料
が
増
え

る
効
果
が
あ
る
と
い
え

る
。 給

排
水
管
工
事
は
専

有
部
分
の
配
管
で
も
、
工

事
の
発
注
者
が
管
理
組

合
で
あ
れ
ば
保
険
の
対

象
と
な
る
た
め
、
事
故
が

起
き
て
も
マ
ン
シ
ョ
ン

総
合
保
険
の
よ
う
に
「
共

大
規
模
修
繕 

瑕

疵

保

険 
給
排
水
管
の
単
独
工
事
で
も
対
象
と
な
る
大
規
模
修

繕
工
事
瑕
疵
保
険
。
５
つ
の
保
険
法
人
が
取
り
扱
い
、

排
水
管
工
事
の
保
険
事
故
で
対
応
し
た
ケ
ー
ス
も
あ

る
。
元
請
け
業
者
に
と
っ
て
は
不
本
意
な
が
ら
も
「
保

険
の
効
果
」
と
は
？ 

有
か
専
有
か
」
の
特
定
で
一

喜
一
憂
す
る
苦
労
も
免
れ

る
。 

◇ 
 

保
険
法
人
大
手
の
住
宅

あ
ん
し
ん
保
証
（
本
社
・
東

京
）
で
は
、
２
０
１
３
年
度

の
大
規
模
修
繕
瑕
疵
保
険

の
申
し
込
み
４
５
０
棟
の

う
ち
、
設
備
改
修
工
事
は
前

年
度
比
約
１
０
ポ
イ
ン
ト

増
の
約
２
０
％
を
占
め
、
う

ち
半
数
は
給
排
水
管
工
事
。 

 

「
申
し
込
み
は
築
２
０
年

以
上
の
物
件
が
ほ
と
ん
ど
。

管
の
更
新
・
更
生
を
検
討
す

る 管
理
組
合
は
今
後
も
増
え

る
。
組
合
の
工
事
に
伴
う
不

安
や
苦
労
を
減
ら
す
た
め

に
も
、
工
事
業
者
が
大
規
模

修
繕
工
事
瑕
疵
保
険
に
加

入
す
る
意
義
は
大
き
い
」

（
渋
谷
貴
博
大
規
模
修
繕

保
険
事
業
課
長
）
と
話
し
て

い
る
。
（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

新
聞 

第9
3
5

号
よ
り
） 

排水管施工不良で漏水事故 

（
前
ペ
ー
ジ
の
つ
づ
き
） 

出
動
し
た
警
察
官
は
現

場
の
状
況
を
判
断
し
取
り

合
わ
ず
、
予
定
通
り
工
事

は
完
了
し
た
。
管
理
組
合

は
追
加
工
事
代

1
6

万
８

０
０
０
円
を
Ａ
に
請
求
し

た
。 総

会
で
は
工
事
項
目
も

示
し
、
予
算
承
認
さ
れ
て

い
た
が
Ａ
は
「
工
事
承
認

件
は
総
会
に
限
定
さ
れ
て

お
り
、
予
算
承
認
だ
け
の

支
出
は
認
め
て
い
な
い
」

と
反
論
し
て
い
た
。 

１
審
・
保
土
ヶ
谷
簡
易
裁

判
所
は
２
０
１
３
年
２
月

2
8

日
の
判
決
で
工
事
を
中

断
さ
せ
た
行
為
を
「
共
同
の

利
益
に
反
す
る
行
為
」
と
指

摘
し
、
「
総
会
決
議
の
存
否

に
つ
き
、
自
己
の
思
い
込
み

や
規
約
の
独
自
の
解
釈
に

よ
り
誤
っ
た
判
断
を
し
た

結
果
、
妨
害
行
為
を
し
た
の

で
あ
る
か
ら
、
損
害
を
賠
償

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と

原
告
請
求
を
認
め
た
。 

２
審
・
横
浜
地
裁
は
７
月

3
0

日
、
予
算
承
認
の
総
会

で
全
員
賛
成
し
、
可
決
し
た

点
を
指
摘
し
た
上
で
、
共
同

利
益
背
反
行
為
を
認
め
、
控

訴
を
棄
却
し
た
。 

管
理
組
合
は
月
額
管
理

費
３
０
０
０
円
の
自
主
管

理
で
運
営
し
、
世
帯
主
の
平

均
年
齢
は
６
５
歳
前
後
。
Ａ

へ
の
対
応
の
た
め
月
額
３

万
円
で
弁
護
士
と
顧
問
契

約
も
始
め
た
。 

 

総
会
で
は
「
Ａ
の
行
為
は

他
の
住
民
に
不
要
な
支
出

を
生
じ
さ
せ
る
ば
か
り
で

は
な
く
、
こ
れ
か
ら
の
管
理

に
暗
い
影
を
落
と
す
も
の

で
す
」
「
原
点
に
戻
っ
て
平

和
的
に
解
決
し
た
い
。
費
用

も
大
変
」「
仲
良
く
し
よ
う
」 

な
ど
の
発
言
が
あ
っ
た
。 

 

被
告
は
理
事
長
経
験
者
。

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞 

第9
3

3

号
よ
り
） 


